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第 2 事業の状況 

1 業績等の概要 

【奨学金貸与事業】

（1）平成 22 年度の事業の実施状況について 
① 奨学金の貸与

ア． 平成 22 年度の貸与実績（人数）のうち新規貸与人員は 42 万 8 千人で、内訳は第一種

奨学生が 11 万 9 千人（平成 21 年度比 7.7%減）、第二種奨学生が 30 万 9 千人（同比 3.2%
増）です。また、家計支持者の失職等により家計が急変した場合に、比較的緩やかな条

件で第一種奨学金を貸与する「緊急採用制度」による採用者は 2 千人、緊急採用と同様

に家計急変の場合に比較的緩やかな条件で第二種奨学金を貸与する「応急採用制度」に

よる採用者は 2 千人となっています。 

平成 20 年度～平成 22 年度における奨学金の貸与状況 
平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 

区 分
計 画 実 績 計画 実績 計画 実績

［人員］

第一種奨学金
人

340,872 
人

348,057
人

349,642
人

357,826
人

357,694 
人

362,019
（構成比） （31.1%） （31.4%） （30.5%） （30.3%） （29.6%） （29.4%）

新規 － 110,788 － 128,624 － 118,717
継続 － 237,269 － 229,202 － 243,302

第二種奨学金 756,142 761,619 795,094 822,767 849,740 869,359
（構成比） （68.9%） （68.6%） （69.5%） （69.7%） （70.4%） （70.6%）

新規 － 295,990 － 299,315 － 308,796
継続 － 465,629 － 523,452 － 560,563

計 1,097,014 1,109,676 1,144,736 1,180,593  1,207,434 1,231,378  
（構成比） （100.0%） （100.0%） （100.0%） （100.0%） （100.0%） （100.0%）

新規 － 406,778 － 427,939 － 427,513
継続 － 702,898 － 752,654 － 803,865

［金額］

第一種奨学金
千円

250,113,060 
千円

247,879,446
千円

251,651,527
千円

248,555,827
千円

254,909,598 
千円

252,689,691
（構成比） （27.7%） （27.8%） （26.2%） （25.9%） （25.4%） （25.0%）

第二種奨学金 651,216,000 644,616,710 707,622,940 711,036,240 750,569,500 759,125,660
（構成比） （72.3%） （72.2%） （73.8%） （74.1%） （74.6%） （75.0%）

計 901,329,060 892,496,156 959,274,467 959,592,067 1,005,479,098 1,011,815,351
（構成比） （100.0%） （100.0%） （100.0%） （100.0%） （100.0%） （100.0%）

（注） 上表の他に第一種奨学金として各都道府県に事業移管された高等学校等奨学金

（平成 20 年度 29,138,939 千円、平成 21 年度 28,091,578 千円、平成 22 年度 27,044,217 千円）があります。
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  イ．平成 20 年度～平成 22 年度における奨学金財源（補正予算分含む）の内訳は、 
次のとおりです。 

（単位：千円） 

（注）上表の他に第一種奨学金として各都道府県に事業移管された高等学校等奨学金事業交付金 

（20 年度 29,138,939 千円、21 年度 28,091,578 千円、22 年度 27,044,217 千円）があります。 
② 奨学生の補導  
ア．奨学生の適格性の審査 

    平成 22 年度は、奨学生としての適格性の維持向上を図るため、奨学生が在学する学校

に対し、「適格認定報告」等の提出を求め、奨学規程等の規定に照らして適格性に問題が

ある者 66,875 人（第一種奨学生 11,885 人（対象奨学生の 4.8%）、第二種奨学生 54,990
人（対象奨学生の 8.6%）） について、廃止、停止、警告（高等学校及び専修学校高等課

程の奨学生には警告の処置はありません。）又は激励の処置を行っています。処置の内容

については、以下のとおりです。 
   ⅰ．廃止・・・ 奨学生の資格を失わせること。 
      ⅱ．停止・・・1 年以内で学校長が定める期間、奨学金の交付を停止すること。        

ただし、当該停止期間を経過した後さらに 1 年以内で学校長が定める期間、

停止を延長することがある。 
   ⅲ．警告・・・奨学金の交付を継続するが、学業成績が回復しない場合は、次回        

適格認定時以後に奨学金の交付を停止し又は奨学生の資格を失わせるこ

区   分 
 

平成 20 年度 
 

 
平成 21 年度 

 
平成 22 年度 

一 般 会 計 借 入 金 
（ 構 成 比 ） 

回 収 金 充 当 額 
（ 構 成 比 ） 

74,477,115 
（30.0%） 

173,402,331 
（70.0%） 

72,790,359 
（29.3%） 

175,765,468 
（70.7%） 

70,314,129 
（27.8%） 

182,375,562 
（72.2%） 

第
一
種
奨
学
金 計 

（ 構 成 比 ） 
247,879,446 
（100.0%） 

248,555,827 
（100.0%） 

252,689,691 
（100.0%） 

財政融資資金借入金 
（ 構 成 比 ） 

日本学生支援債券 
（ 構 成 比 ） 

民  間  借  入  金 
（ 構 成 比 ） 

回 収 金 等 充 当 額 
（ 構 成 比 ） 

財政融資資金等償還  
（ 構 成 比 ） 

454,100,000 
（70.4%） 

117,000,000 
（18.2%） 

154,908,000 
（24.0%） 

176,596,710 
（27.4%） 

△257,988,000 
（△40.0%） 

504,500,000 
（71.0%） 

117,000,000 
（16.5%） 

363,828,000 
（51.2%） 

220,552,240 
（31.0%） 

△494,844,000 
（△69.6%） 

724,000,000 
（95.4%） 

160,000,000 
（21.1%） 

382,153,000 
（50.3%） 

254,016,660 
（33.5%） 

△761,044,000 
（△100.3%） 

第

二

種

奨

学

金 

計 
（ 構 成 比 ） 

644,616,710 
（100.0%） 

711,036,240 
（100.0%） 

759,125,660 
（100.0%） 

合 計 892,496,156 959,592,067 1,011,815,351 
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とがあることを警告し指導すること。 
   ⅳ．激励・・・奨学金の交付を継続するが、学業成績の向上に努力するよう激励       

又は指導すること。 
また、平成 21 年度から、借り過ぎ防止及び返還意識の涵養を図るため、貸与中の貸与

月額が奨学生の経済状況から見て適切であるかを確認し、必要に応じて必要最小限の貸

与月額を選択するよう、当該奨学生への指導を学校長へ依頼しています。 
イ．留学生・奨学生地域交流集会の開催 

育英友の会と共催で「留学生・奨学生地域交流集会」を平成 22 年 7 月から 9 月にか

けて全国 5 か所で実施し、375 名の外国人留学生・日本人学生が参加しました。 
  ウ．新規採用奨学生に対する「奨学生のしおり」、貸与終了時の奨学生に対する「返還のて

びき」をそれぞれ配付するとともに、奨学生への情報や奨学金返還の手続き方法等を掲

載したホームページを開設しています。 
③ 機関保証制度の運用 

奨学生の利便の向上をはかり、自らの意思と責任において高等教育機関で学ぶことがで

きるよう、機関保証制度を平成 16 年度から導入しました。学生は奨学金を申し込むときに、

従来の連帯保証人及び保証人を選定する人的保証制度か、一定の保証料を支払うことによ

り保証機関の保証を得られる機関保証制度のどちらかを選択できます。機関保証制度加入

者の返還が延滞した場合、一定期間の督促後、本機構からの請求に基づき保証機関が奨学

生であった者に代わり奨学金の残額を一括で返済します（代位弁済）。その後は保証機関が

奨学生であった者に、その分の返済を請求することになります。 
平成 20 年度～平成 22 年度における機関保証制度への加入状況は下表のとおりです。 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 
区 分 奨学生採用件数

(A)   (件)   
加入者数   

（B）（件） 
 

（B）/（A）
奨学生採用件数

（A）  (件）

加入者数   
（B）（件）

 
（B）/（A）

奨学生採用件数 
（A）  (件） 

加入者数   
（B）（件）

 
（B）/（A）

第一種奨学金 110,432 35,826 32.4% 128,249  43,770 34.1% 118,637 47,884 40.4%

第二種奨学金 306,708 121,690 39.7% 312,014 129,983 41.7% 323,801 153,774 47.5%

計 417,140 157,516 37.8% 440,263 173,753 39.5% 442,438 201,658 45.6％

また平成 20 年度～平成 22 年度における代位弁済状況は下表のとおりです。 
平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 区 分 

件数（件） 金額（円） 件数（件） 金額（円） 件数（件） 金額（円） 

第一種奨学金 49 43,862,514  397  468,207,903 629  801,468,508

第二種奨学金 219 305,607,137 1,532 2,663,750,353 2,753 4,993,494,151

計   268 349,469,651 1,929 3,131,958,256 3,382 5,794,962,659

 ④ 奨学金の回収 
ア．回収及び貸与債権の状況 

    返還金の回収及び貸与債権の状況における平成 22 年度実績は別表「回収の状況」、「貸

与債権の状況」のとおりとなりました。 

    なおここで、要返還債権とは貸付金債権の総額から現在貸与中の奨学生及び返還免除

予定者に係る猶予中の債権を除いた債権であり、また要返還額とは要返還債権のうち返
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還期日が到来している債権額です（従って、要返還額には病気、災害、進学等を理由と

する猶予中の債権を含みません）。本説明書中、以降の説明においても同様です。 
   ⅰ．平成 22 年度の回収状況は、返還を要する人員 282 万人のうち 34 万人（12.1%）が

返還の履行を怠り、その結果、要返還額 4,384 億円のうち 852 億円（19.4%）は未回

収となりました。（別表「回収の状況」） 
   ⅱ．平成 22 年度の貸与債権の状況は、第一種奨学金及び第二種奨学金あわせて貸与金残

高 6 兆 7,576 億円で、このうち要返還債権の額は 4 兆 4,179 億円となりました。要返

還債権のうち 3 ヵ月以上延滞債権額は 2,660 億円、6 ヵ月以上の延滞債権額に限って

も 2,189 億円にのぼり、要返還債権額に対する延滞債権額の割合は 3 ヵ月以上が 6.0%
で、6 ヵ月以上が 5.0%です。（別表「貸与債権の状況」） 

     なお、延滞債権の整理としては、3 ヵ月以上延滞債権として延滞年数による管理を

行っていますが、その他に現在の返還者の状況（病気による猶予、災害による猶予、

上級校に進学したための猶予、債務整理中である等）を把握することにより、返還者

の状況に合わせた効率的かつ効果的な返還指導ができるような債権の整理を進めてい

ます。 
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（別表）回収の状況                                            
（単位：千人、億円） 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 
区   分 

人員 金額 人員 金額 人員 金額 
要返還 

（期日到来分のみ） 1,277 2,016 1,302 2,126 1,315 2,207

 うち返還 （85.7） 
1,094 

（75.2）
1,516

（85.8）
1,117

（75.4）
1,603

（86.5） 
1,137 

（75.8）
1,673

 うち未返還 （14.3） 
183 

（24.8）
501

（14.2）
185

（24.6）
523

（13.5） 
178 

（24.2）
534

第
一
種 
奨
学
金 

繰上返還額 － 261 － 257 － 284
要返還 

（期日到来分のみ） 1,146 1,541 1,325 1,858 1,505 2,177

 うち返還 （88.9） 
1,019 

（85.6）
1,319

（88.6）
1,173

（85.2）
1,583

（89.2） 
1,342 

（85.4）
1,859

 うち未返還 （11.1） 
127 

（14.4）
223

（11.4）
151

（14.8）
274

（10.8） 
163 

（14.6）
317

第
二
種 
奨
学
金 

繰上返還額 － 472 － 567 － 750
要返還 

（期日到来分のみ） 2,423 3,558 2,627 3,983 2,820 4,384

 うち返還 （87.2） 
2,113 

（79.7）
2,834

（87.2）
2,290

（80.0）
3,186

（87.9） 
2,479 

（80.6）
3,532

 うち未返還 （12.8） 
310 

（20.3）
723

（12.8）
336

（20.0）
797

（12.1） 
341 

（19.4）
852

合 
計 

繰上返還額 － 733 － 823 － 1,034
（注）1.  上段の括弧内の数字は、要返還（期日到来分のみ）に対する割合を示しています。（単位：％） 

2.  人員は、実人員です。 

3.  人員・金額ともに四捨五入しているため、合計欄の計数は内訳を集計した計数と必ずしも一致しません。 
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（別表）貸与債権の状況                      

（単位：千人、億円） 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 
区   分 

人員 金額 人員 金額 人員 金額 
貸与残高 1,938 23,490 1,955 23,807 1,953 24,077
内要返還債権 1,332 15,657 1,343 16,146 1,345 16,467
内 3 ヵ月以上 
延滞債権 134 1,125 133 1,143 126 1,082第一種 

奨学金 
内 6 ヵ月以上 
延滞債権 119 947 117 951 116 956

貸与残高 1,998 33,582 2,250 38,529 2,494 43,499
内要返還債権 1,205 20,488 1,388 23,993 1,575 27,712
内 3 ヵ月以上 
延滞債権 68 1,260 78 1,486 82 1,577第二種 

奨学金 
内 6 ヵ月以上 
延滞債権 53 954 59 1,096 65 1,234

貸与残高 3,936 57,072 4,205 62,337 4,447 67,576
内要返還債権 2,538 36,145 2,731 40,139 2,920 44,179
内 3 ヵ月以上 
延滞債権 

（8.0） 
203 

（6.6）
2,386

（7.7）
211

（6.5）
2,629

（7.1） 
208 

（6.0）
2,660合 計 

内 6 ヵ月以上 
延滞債権 

（6.8） 
172 

（5.3）
1,901

（6.4）
176

（5.1）
2,047

（6.2） 
181 

（5.0）
2,189

（注）1.  合計欄の括弧内数字は、要返還債権に対する割合です。（単位：％） 

2.  人員・金額とも四捨五入しているため、合計欄の計数は内訳を集計した計数と必ずしも一致    

しません。 

 
イ．回収の方策と促進策の実施 

以上の結果を踏まえ、本機構ではこうした状況を改善すべく、以下のとおり、延滞し

ている返還金の早期回収を図るとともに、延滞を未然に防ぐ諸施策を講じ、要返還額に

対する返還額の比率（以下「回収率」という。）の向上に努めました。 
  ⅰ．リレー口座による回収 

      回収率の向上と回収業務の効率化のため導入したリレー口座制度については平成

22 年度末現在、加入者数 289 万 5 千人、加入率は加入対象者 306 万 6 千人の 94.4%
に達しました。また、10 月より返還が始まる新規返還開始者の加入率は 99.8%となり

ました。 
     このリレー口座による回収が、奨学金回収の中心となっていますが、毎月の平均振

替不能率が 5.4%程度発生していることなどの課題があります。 
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リレー口座加入状況 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度  
区   分 

第一種 第二種 計 第一種 第二種 計 第一種 第二種 計 

加入対象者数 
（件） 

(76,873） 
1,392,085 

(146,000） 
1,210,694 

（222,873）
2,602,779 

(82,652）
1,430,155

(151,934）
1,414,821

（234,586）
2,844,976

(76,256） 
1,448,708 

(160,114） 
1,617,407 

（236,370）
3,066,115 

加入者数 
（件） 

（76,698） 
1,222,705 

(145,514） 
1,117,572 

（222,212）
2,340,277 

(82,641）
1,302,298

(151,909)
1,342,876

(234,550) 
2,645,174

(76,165） 
1,344,058 

(159,799) 
1,551,051 

(235,964) 
2,895,109

口座加入率 
（%） 

（99.8） 
87.8 

（99.7） 
92.3 

（99.7） 
89.9 

(100.0) 
91.1 

(100.0) 
94.9 

(100.0) 
93.0 

(99.9) 
92.8 

(99.8) 
95.9 

(99.8) 
94.4 

（注） （ ）内は新規返還開始者の数値（内数）です。 

 
ⅱ．払込通知書による請求等 

       平成 22 年度末現在、要返還者のうち、リレー口座未加入の無延滞者全員（第一種

奨学生 7 万 8 千人（平成 21 年度 10 万 3 千人、前年度比 24.2%減）、第二種奨学生 4
万 7 千人（同 4 万 7 千人、同比 0.1%増）、計 12 万 5 千人（同 15 万人、同比 16.6%
減））に対して、払込通知書を本人が指定する期日（年 1 回、主として 6 月又は 12 月）

に発送し、請求を行いました。また、延滞者（リレー口座加入者を含む）全員（第一

種奨学生 17 万 8 千人（同 18 万 5 千人、同比 3.7%減）、第二種奨学生 16 万 3 千人（同

15 万 1 千人、同比 7.9%増）、計 34 万 1 千人（同 33 万 6 千人、同比 1.5%増））に対

して、払込通知書及び督促状（第一種奨学生 66 万 4 千件（同 60 万 2 千件、同比  10.3%
増）、第二種奨学生 41 万 4 千件（同 34 万 6 千件、同比 19.6%増）、計 107 万 8 千件

（同 94 万 8 千件、同比 13.7%増））を発送しました。そのうち、81 万 9 千件（同 75
万 6 千件、同比 8.3%増）については、連帯保証人及び保証人に延滞解消を促す文書

を発送しました。 
  ⅲ．督促架電の強化による早期回収の促進 

         平成 13 年度から延滞の早期解消に効果的な夜間・休日の督促架電を外部業者に委託

し実施してきました。平成 22 年度においてはその効果を確認しつつ量的にも拡大し、

以下のように実施しました。 
    1. リレー口座振替不能者に対して、延滞の早期解消及び長期化をさせないことを目

的として、振替不能 1～6 回目の者（平成 22 年 4 月～平成 23 年 3 月 計 120 万件）

に対して督促架電を行いました。 
    2. 延滞解消を目的として、延滞 8 月、10 月の返還者に対し、平成 22 年 4 月～平成

23 年 3 月に計 1 万 7 千件、リレー口座加入者のうち長期振替不能者に対して、平成

22 年 6 月、12 月、平成 23 年 2 月、3 月に計 17 万 2 千件、リレー口座未加入の延

滞者に対し、平成 22 年 6 月、12 月、平成 23 年 2 月、3 月に計 4 万 4 千件、払込

通知書による返還者に対し、平成 22 年 6 月、12 月、平成 23 年 2 月、3 月に計 5
万 2 千件に返還督促架電を行いました。 

   ⅳ．連帯保証人、保証人に対する請求の早期化 
     平成 16 年 4 月から奨学生採用の時点で連帯保証人の「印鑑証明書」の提出を、ま

た、貸与終了の返還誓約書提出時に連帯保証人の「収入に関する証明書」及び「印鑑
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証明書」と保証人の「印鑑証明書」提出を義務付けてきましたが、平成 22 年度採用者

から、返還誓約書の提出時期を採用時に早めました。 
     また、従来、延滞 1 年以上の延滞者に対して実施してきた連帯保証人、保証人に対

する請求を、平成 20 年度以降、延滞 1 月後に連帯保証人へ、延滞 2 月後に保証人へ

督促を実施し、連帯保証人、保証人に対する請求の早期化を図っています。    
ⅴ．法的手続きによる回収 
  平成 22 年度においては、督促を重ねても返還に応じない延滞 9 月以上で特に必要

と認められる者 5,827 件に対して「支払督促申立予告」を実施しました。7,390 件に

対しては「支払督促申立」を行い、2,686 件に対しては「仮執行宣言付支払督促申立」

を行いました。すでに債務名義を取得した者のうち 2,133 件に対しては「強制執行予

告」を行い、269 件に対して「強制執行申立」、85 件に対して「強制執行」を行いま

した。 
ⅵ．住所調査 
  平成 22 年度において、返還者等に対して発送したリレー口座関係書類や請求書等が

返戻となった件数は、179,412 件でした。延滞の長期化を防ぐため、延滞している者

について優先して、その連帯保証人及び市町村役場等を通じて住所確認調査を行いま

した。その結果、116,847 件の住所が判明し、平成 22 年度末において、延滞者のうち

住所調査が必要な者は、10,724 件でした。 
   ⅶ．返還説明会の実施 
     卒業を控えた奨学生に対し返還意識の涵養と返還手続きの周知のための返還説明会

を大学、短大、高専、専修学校において、10 月中旬～12 月中旬の間に実施していま

す。このうち、延滞率の高いまたは延滞者の多い学校、返還誓約書未提出率の高い学

校という点に重きをおいて学校を選定して、直接本機構の職員が訪問して、返還説明

会を実施しています。職員が訪問できない学校については、学校の奨学金担当者に返

還説明会用ビデオ等を使用した説明会の実施を依頼しています。平成 22 年度に返還説

明会を実施した学校は 2,907 校であり、これは卒業予定奨学生が在学する 3,450 校の

84.3%であり、そのうち本機構職員を派遣した学校は 293 校で、残りの 2,614 校は学

校独自で開催しました。 
ⅷ．学校長宛延滞防止通知の発送 

    高等学校及び専修学校を除くすべての学校の学校長宛（平成 14 年度から新たに専修

学校も対象としました。）に、在学中から返還意識高揚と学生に対する指導を目的とし

て、卒業奨学生の前年度末の延滞者数及び延滞率を通知し、卒業予定の奨学生に対す

る入念な指導をお願いしました。 
ⅸ．返還開始のお知らせの送付 

    前年度 3 月に大学院、大学、短大、高専を卒業した奨学生並びに年度途中の貸与終

了者に対し、奨学金返還の重要性を徹底し、奨学金返還及び社会還元の意識高揚を図

るため、また各種願書・届出書に関する手続きの周知を目的としたお知らせを出身学

校長及び機構理事長連名により送付しました。 
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  ⅹ．「返還のてびき」の配付 
    奨学金貸与終了時に、奨学生が本機構に対して提出する返還誓約書（奨学金借用証

書）に関する記入上の注意事項、並びに返還の方法及び返還免除関係等の諸手続きを

記載した「返還のてびき」を学校を通じて奨学生に配付しました。 
xi. 個人信用情報機関の活用 

個人信用情報機関への登録対象となる延滞者に対しては、複数回の文書送付及び架

電により、このまま延滞状態が継続することによって登録されることの注意喚起を行

うとともに返還期限猶予の制度を周知することによって延滞の抑制を図りました。 
文書送付や架電による注意喚起を行っても返還期限猶予の願出等がないまま延滞が

3 月以上となった者については、平成 22 年 4 月から個人信用情報機関への登録を開始

し、平成 23 年 3 月までに 4,469 件の情報を登録しました。 
    

  ウ．返還期限猶予・減額返還 
    本機構は、奨学金の貸与を受けた者が災害又は傷病により奨学金を返還することが困 

難となったとき又はその他政令で定める事由があるときは、その返還の期限を猶予する 
ことができます（機構法第 15 条第 2 項）。返還期限猶予には大きく分けて、大学・大学 
院等に在学中の事由による場合に適用される「在学猶予」と災害・傷病等の事由による 
場合に適用される「一般猶予」とがあります。猶予期限は、事由により異なりますが、 
在学猶予は学校に在籍している間、一般猶予のうち災害・傷病又は生活保護を受けてい 
る場合はその事由が続いている間、入学準備中等の事由による場合は原則として通算 5 
年が限度となります。 
また、経済的理由により返還困難である者への更なる負担軽減とともに、返還金の回

収促進と延滞の抑制を図るため、当初の割賦金額を減額すれば返還可能となる者につい 
て一定の要件を満たすことで、一定期間の割賦金額の減額（返還期間の延長）を認める

「減額返還制度」を平成 23 年 1 月に創設・運用を開始し、平成 22 年度は 900 人を承認

しました。 
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返還期限猶予状況                                               

（単位：人） 

平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 
区     分 

第一種 第二種 計 第一種 第二種 計 第一種 第二種 計 

在学猶予 42,964 67,633 110,597 42,118 79,690 121,808 42,992 93,284 136,276

病気中 4,456 2,931 7,387 4,121 2,940 7,061 4,598 3,737 8,335

災害 32 23 55 10 5 15 50 51 101

生活保護 825 217 1,042 1,037 438 1,475 1,355 737 2,092

入学準備中 817 731 1,548 378 474 852 399 665 1,064

一 

般 

猶 

予 

経済困難・

失業中等 24,778 24,049 48,827 27,314 30,835 58,149 34,320 45,580 79,900

計 73,872 95,584 169,456 74,978 114,382 189,360 83,714 144,054 227,768

             

  エ．返還免除 
    奨学生又は奨学生であった者が、死亡又は心身の障害によって返還ができなくなった

場合、返還未済額の全部又は一部の返還を願い出により免除することができます。また、

大学院において第一種奨学金の貸与を受けた学生であって、在学中に特に優れた業績を

挙げた者として機構が認定した場合に奨学金の全部又は一部が免除されます。なお、大

学院奨学生を対象とした教育・研究職に一定期間以上在職した場合の返還特別免除制度

は、平成 16 年度以降の採用者から廃止となりました。 
    これらの措置により、平成 22 年度において返還を免除した額は、第一種奨学金 296 億

4,751 万円、第二種奨学金 8 億 9,218 万円、計 305 億 3,969 万円でした。 
  オ．回収不能債権の処理 
     本機構では、奨学生であった者が行方不明又は破産等により資力喪失の状態にあり、

かつ将来も資力を回復する見込がなく、連帯保証人及び保証人が死亡、行方不明又は強

制執行・破産等の理由により、著しく返還困難と認められたときに、返還されるべき金

額の全額又は残額について、回収不能債権と認定し、償却を行っています。償却財源に

ついては、平成 8 年度から国庫補助金が投入されています。この条件により償却された

債権は、平成 22 年度においては、第一種奨学金について 630 件、3 億 8,050 万円（平成

21 年度 534 件、3 億 4,887 万円）、第二種奨学金について 185 件、2 億 9,799 万円（同

121 件、2 億 941 万円）となりました。 
  カ．報奨金 
    本機構は、第一種奨学金を貸与された者が最終の割賦金の返還期日の 4 年前までに第

一種奨学金の返還未済額の全部を一時に返還したときは、その者に対し、当該返還によ

り繰上返還したこととなる割賦金の金額につき 5%の割合で計算した金額を報奨金とし

て支払うことができます（文部科学省令附則第 6 条）。ただし、返還を開始した日の翌日

から起算して 7 年以上（返還の期限を猶予されている期間を除く。）経過した後に返還未

済額の全部を一時に返還したときに支払うことができる報奨金は、当該返還により繰上
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返還したこととなる割賦金の金額につき 3%の割合で計算した金額となります。平成 22
年度では、14 億 269 万円（平成 21 年度 14 億 3,820 万円）の報奨金支払を行いました。 

        なお、平成 17 年度採用者より報奨金制度は廃止されました。また、第二種奨学金には、

報奨金制度はありません。 
 ⑤ 学生支援寄附金 
    本機構への寄附金は、奨学生であった方や一般の篤志家からのものです。そのうち学生

支援寄附金については、平成 22 年度は 1 億 1,356 万円 （平成 21 年度 9,448 万円） を受

入れました。なお、本機構への寄附金は、個人・法人とも税法上の優遇措置が認められて

います。 
 
（2）借入金の借入先及び借入金額の状況 
 ① 一般会計からの借入金 
   平成 22 年度では、第一種奨学金の原資として、国の一般会計から 703 億 1,413 万円の

借入れを行いました。この結果、平成 22 年度末の借入金残高は 2 兆 4,233 億 4,327 万円

となり、平成 21 年度末の借入金残高 2 兆 3,835 億 603 万円に比べ 398 億 3,725 万円の

増となりました。 
 ② 財政融資資金からの借入金 
  平成 22 年度では、第二種奨学金の原資として 1,157 億円、貸与終了に伴う借換分として

6,083 億円の借入を行いました。この結果、平成 22 年度末の借入金残高は、3 兆 5,926 億

3,600 万円（借入総額 4 兆 5,664 億 1,800 万円、償還額 9,737 億 8,200 万円）となり、平

成 21 年度末の借入金残高 3 兆 788 億 5,200 万円に比べ、5,137 億 8,400 万円の増となりま

した。 
 ③ 日本学生支援債券による資金調達 
   平成 22 年度においては、1,600 億円を発行し、第二種奨学金の原資に充当しました。こ

の結果、平成 22 年度末の発行残高は、4,070 億円（発行総額 9,410 億円、償還額 5,340
億円）となり、平成 21 年度末の発行残高 4,340 億円に比べ、270 億円の減となりました。 

 ④ 民間金融機関からの借入金 
  ア．イクシス構築 
    平成 11 年度から 3 ヶ年計画で情報総合管理システム（イクシス）の構築のため、シス

テム開発費用として民間金融機関から平成 13 年度まで借入を行いました。平成 22 年度

末の借入金残高は 4,620 万円で、償還により平成 21 年度末の借入金残高 1 億 5,040 万

円に比べ 1 億 421 万円の減となりました。 
  イ．貸与期間中の資金調達 
    平成 19 年度新規採用者から、第二種奨学金の原資に充当するため、借入期間約 3 ヶ

月の短期借入及び借入期間約 1 年の長期借入を実施しました。平成 22 年度末の借入金

残高は、3,821 億 5,300 万円でした。 
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（3）運営費交付金の状況 
   運営費交付金は、国が独立行政法人に対して負託した業務を運営するために交付される

ものです。本機構の業務運営に要する経費に充てるため、平成 22 年度では 178 億 3,920
万円の運営費交付金の交付を受けました。 

 
（4）国庫補助金等の状況 
 ① 国庫補助金 
   死亡等により法令に基づいて返還免除となった第二種奨学金にかかる債権を補填するた

めの経費及び回収不能債権の償却財源として補填するための経費に充てるため、平成 22
年度では 40 億 5,678 万円の育英資金返還免除等補助金の交付を受けました。 

 ② 利子補給金 
   財政融資資金の借入に係る利子支払いのため、平成 22 年度では、国の一般会計から 154

億 5,052 万円の育英資金利子補給金の交付を受け、平成 21 年度の交付額 208 億 2,004 万

円に比べ 53 億 6,952 万円の減となりました。 
 
【留学生支援事業】 
（1）学資の支給と援助 
 ① 私費外国人留学生学習奨励費給付制度 

我が国の大学等に在籍する私費留学生及び日本語教育機関に在籍する就学生で、学業・

人物ともに優れ、かつ経済的理由により修学が困難である者に対して、奨学金（平成 22
年度単価 大学院レベル：月額 65,000 円、学部レベル：月額 48,000 円）を給付しました。

平成 22 年度の採用者は、12,831 名でした。 
② 留学生交流支援制度（短期受入れ） 

我が国の大学が、学生交流に関する協定等に基づいて、諸外国の大学に在籍している学

生を、3 か月以上 1 年以内の期間受入れた場合、当該留学生に対し、留学準備金 80,000 円、

奨学金月額 80,000 円を支給しました。平成 22 年度の採用者は 1,978 名でした。 
③ 留学生交流支援制度（短期派遣） 

我が国の大学に在籍している学生を 3 か月以上 1 年以内の期間諸外国の大学に派遣した

場合、当該派遣留学生に対し、奨学金月額 80,000 円を支給しました。平成 22 年度の採用

者は 825 名でした。 
④ 留学生交流支援制度（長期派遣） 

諸外国の大学で修士または博士の学位を取得するために我が国の学生が留学する場合、

当該派遣留学生に対し、奨学金月額（95,000 円～158,000 円）及び授業料（上限あり）を

支給しました。平成 22 年度の採用者は 45 名でした。 
⑤ 国費外国人留学生への奨学金支給等 

文部科学省が選抜した留学生に対し、奨学金等を支給する業務等を行いました。 
⑥ 日韓共同理工系学部留学生への奨学金支給等日本政府と韓国政府の共同事業として日本

の理工系大学に招致する韓国人学部留学生に対し、奨学金を支給する業務を行いました。 



 - 53 -
 

 ⑦ 日韓大学生交流事業（21 世紀東アジア青少年大交流計画奨学金（韓国）） 
「21 世紀東アジア青少年大交流計画（英文名：JENESYS Programme）」に基づき、財

団法人日韓文化交流基金からの委託を受け、韓国の大学生を韓国の大学に在籍させたまま

3 か月以上 1 年以内の期間受入れた場合、当該留学生に対し、奨学金及び留学準備金を支

給しました。平成 22 年度の採用者は 339 名でした。 
⑧ 21 世紀東アジア青少年大交流計画奨学金（アセアン） 

「21 世紀東アジア青少年大交流計画（英文名：JENESYS Programme）」に基づき、ア

セアン事務局からの委託を受け、我が国の大学が、環境に関連した学問分野に取り組むア

セアン及び東アジア諸国等の大学生を自国の大学に在籍させたまま 3 ヶ月以上 1 年以内の

期間受入れた場合、当該留学生に対し、奨学金及び留学準備金を支給しました。平成 22
年度は、21 年度の採用プログラム実施大学数 23 大学、204 人に対して支給しました。 

（2）外国人留学生に対する宿舎の支援 
① 国際交流会館の設置・運営 

外国人留学生等の宿舎として、全国に国際交流会館等を設置し、2,701 戸を提供しまし

た。また、入居留学生相互の交流及び入居者その他の学生と地域住民、ボランティア等と

の交流等、その他国際交流を深めるための各種事業を実施しました。 
② 留学生借り上げ宿舎支援事業の実施 

 留学生が我が国において安心して充実した留学生活を送るために、民間宿舎を借り上げ

ること等により外国人留学生に宿舎を提供している大学等を支援し、もって大学等のニー

ズに沿って留学生のために宿舎を効果的、効率的かつ安定的に確保することを目的として

留学生借り上げ宿舎支援事業（留学生借り上げ宿舎支援・ショートステイ支援）を実施し

ました。 
ア．留学生借り上げ宿舎支援 

大学等が留学生（渡日 1 年以内に入居を開始する者を最優先としたうえで、国内から

の進学者についても入学後 1 年以内の者であれば支援対象とする。）に宿舎を提供するた

めに賃貸借契約を原則として 1 年以上締結し、民間宿舎を借り上げる場合において、当

該大学等に対し支援金を交付しました。 
平成 22 年度は大学等延べ 148 校に対し 151,486 千円交付し、支援件数は 2,228 件で

した。 

  イ．ショートステイ支援 

大学等がその指定する一般家庭に7日以上留学生（渡日1年以内に宿泊する者に限る。）

を宿泊させる場合において、当該大学等に対し支援金を交付しました。 
平成 22 年度は大学等延べ 23 校に対し 4,322 千円交付し、大学等が指定した一般家庭

に 7 日間以上留学生が宿泊した世帯数は、220 世帯でした。 
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（3）留学生交流推進事業 
① 留学生交流事業 

国際大学交流セミナー 
日本人学生と諸外国の学生が専門的な分野について意見交換し、交流親善を図るため、

我が国の大学と共催で、アジア地域の大学から学生を招き、セミナーを実施しました。平

成 22 年度は 7 件実施しました。 
② フォローアップ事業 
 ア．帰国外国人留学生短期研究制度 
   我が国での留学を終え、現在、自国において教育、学術研究又は行政の分野で活躍し

ている帰国留学生に対し、我が国の大学において、当該大学の研究者と共に短期研究（最

長 90 日間）を行う機会を提供しました。平成 22 年度は、59 名を採用しました。 
 イ．帰国外国人留学生研究指導事業 
   我が国での留学を終え、現在、自国の大学等高等教育機関及び学術研究機関で教育、

研究活動に従事している帰国留学生に対し、我が国での留学時の指導教員を最長 10 日間

現地に派遣し、現地での研究指導等を実施する機会を提供しました。平成 22 年度は 20
名を採用しました。 

 ウ．外国人留学生ネットワークメールマガジン 
   帰国外国人留学生等との交流を継続していくため、メールマガジンにより、さまざま

な情報を提供しました。平成 22 年度は、24,555 名の登録者（平成 23 年 3 月現在）に対

して、配信しました。 
（4）外国人留学生の就職支援 
   外国人留学生の就職・採用活動に関する有益な情報を提供することを目的に東京及び大 

阪で外国人留学生就職活動準備セミナーを実施しました。 
（5）日本留学試験の実施 

外国人留学生として、我が国の大学等に入学を希望する者について、日本語力及び基礎

学力の評価を行うことを目的として、平成 22 年 6 月 20 日（日）に第 1 回試験を、また同

年 11 月 14 日（日）に第 2 回試験を実施しました。 
 国内 国外 合計 

第 1 回 20,369 5,025 25,394 
応募者数 

第 2 回 22,877 4,325 27,202 

第 1 回 19,220 4,074 23,294 
受験者数 

第 2 回 19,978 3,419 23,397 

 
（6）留学情報の提供 

① 海外からの日本への留学情報の提供 
 ア．日本留学情報の収集・提供 
   日本の大学等や日本語教育機関の情報を収集・整理し、東京及び神戸の留学情報セン

ター並びにアジア 4 都市（ジャカルタ、ソウル、バンコク、クアラルンプール）に設置
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した海外事務所で、日本への留学に関する情報提供・留学相談を行いました。平成 22
年度の情報提供件数は 12,114 件でした。 

イ．日本留学説明会の実施 
    日本への留学事情や大学、日本語教育機関等の正確な情報を提供するため、高校生、

大学生、教員等を対象に、平成 22 年度は 9 か国・地域において、日本の大学等の参加

を得て、日本留学フェアを実施しました。また、現地帰国留学生会及び在外日本国公館

の協力を得て 5 か国において日本留学セミナーを実施したほか、他機関が主催する説明

会に計 22 回参加しました。 
 ウ．外国人学生のための進学説明会の実施 

    日本の大学、短期大学等に入学を希望する在日外国人学生に、適切な進学指導を行う

ため、大学等の参加を得て、東京及び大阪で進学説明会を実施しました。 
 ② 日本から海外への留学情報の提供 
    東京及び神戸の留学情報センターでは、海外への留学に関する情報を収集・整理し、

出版物やインターネットによる情報提供及び専門の海外留学相談員による相談を行いま

した。平成 22 年度の情報提供件数は 11,974 件でした。また、在日各国大使館及び関係

機関の協力を得て、東京及び神戸で海外留学フェアを実施しました。この他、平成 22
年度年間を通して小規模の海外留学説明会（32 回）を実施しました。 

（7）日本語教育センターにおける日本語教育の実施 
   東京及び大阪に日本語教育センターを設置し、日本の大学院、大学、高等専門学校及び 

専修学校に入学を希望する外国人留学生に対して日本語及び基礎教科の教育を行いました。 
また、日本理解を促進するため、地域社会の住民との交流事業等を実施しました。平成 22 
年度の学生受入数は、東京 321 名、大阪 206 名でした。 

 
【学生生活支援事業】 
（1）各種研修事業 

① 学生相談領域の研修として、平成 22 年度は「学生の心の悩みに関する教職員研修会」

（503名参加）、「全国大学保健管理研究集会」（819名参加）、「メンタルヘルス研究協議会

（地区）」（北海道・東北地区 106 名参加、北関東・甲信越地区 56 名参加、東京地区 86 名

参加、東海・北陸地区 104 名参加、近畿地区 100 名参加、中国・四国地区 60 名参加、九

州地区 73 名参加）、「学生相談インテーカーセミナー」（290 名参加）を開催しました。 
② 就職・キャリア支援領域の研修として、平成 22 年度は「就職・キャリア支援教職員研修

会（基礎コース）」（117 名参加）、「就職・キャリア支援教職員研修会（専門コース）」（36
名参加）を開催しました。 

③ 留学生修学支援領域の研修として、平成 22 年度は「留学生交流研究協議会」（389 名参

加）、「留学生担当職員研修会」（294 名参加）を開催しました。 

④ 障害学生修学支援その他喫緊の重要課題領域の研修として、平成 22 年度は「障害学生修

学支援教職員研修会」（200 名参加）、「全国学生指導担当教職員研修会」（200 名参加）、

「学生等の薬物乱用防止のための教職員研修会」（北海道・東北地区 41 名参加、関東・甲
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信越地区 102 名参加、東海・北陸地区 41 名参加、近畿・中国・四国地区 97 名参加、九州・

沖縄地区 49 名参加）を開催しました。 
 

（2）学生生活支援関連情報の収集・提供等の充実 
全国の大学等における学生生活支援の各種取組や転学等に関する情報、障害のある者等

への支援に関する情報及び学生生活支援に関する調査統計資料等を収集し、学生支援情報

データベース等により提供しました。学生生活支援について、広く大学等の教職員の理解

の促進を図るために月刊「大学と学生」を刊行しました。 
 

（3）全国就職指導ガイダンスの開催 
   大学等卒業予定者の就職・採用活動について、学校側、企業側の双方が一堂に会して情

報交換を行うことにより、就職機会の均等の確保並びに、多様な学生に対応した就職指導

の充実に資することを目的として、文部科学省・就職問題懇談会との共催で、全国 2 地区

で開催し、平成 22 年度は 1,738 名が参加しました。 
 
（4）障害学生の修学支援事業 

平成 22 年度は、障害学生修学支援ネットワーク事業の拠点校等において障害学生の修学

環境の整備、充実が図られるよう障害学生の修学支援方策に関する調査研究等を行い、障

害学生支援に関する各種情報を提供するとともに、３地区の拠点校を中心に、発達障害学

生の修学支援をテーマとしたシンポジウムを開催し、地域の教育機関等の連携を深めまし

た。また、障害学生修学支援事例研究会を開催し、大学等における障害学生修学支援担当

者のスキルアップを図りました。 
 

（5）学校学生生徒旅客運賃割引証（学割証）の配付 
学生・生徒の修学上の経済的負担を軽減し学校教育の振興に寄与することを目的として、

各大学等に学割証の配付を行いました。 
 
（6）「大学教育･学生支援推進事業」（学生支援推進プログラム及び就職支援推進プログラム）

の審査等に関する業務の実施 
文部科学省が実施する「大学教育・学生支援推進事業」のうち学生支援推進プログラム

及び就職支援推進プログラム等について、当該プログラムの審査等に関する業務を､大学改

革推進等補助金における補助事業として実施しました。  

 

 



2 対処すべき課題 
 
本機構においては、意欲と能力のある学生が経済的に自立し、自らの意思と責任により高

等教育機関において学ぶことができるよう、引続き事業の充実を図るとともに、運営上の合

理的、効率的・効果的実施を図る必要があります。本機構が特に重点的に対処すべき課題は

次のとおりです。 
 

（1）延滞債権の減少及び回収率の向上 
平成22年度末における一般的なリスク管理債権に相当する債権額は4,099億円であり、

うち、破綻先債権は150億円、破綻先債権を除く延滞3カ月以上の債権は2,561億円、貸

出条件緩和債権に相当する災害・傷病等の事由により返還期限が猶予されているなどの

債権額は1,387億円となっています。 
こうした現状を踏まえ、返還金回収において累積する延滞債権の解消と新たな延滞発

生の防止を図ることは、本機構における最大かつ喫緊の課題です。 
第二期中期計画においては、平成19年度末3ヶ月以上延滞債権の半減目標や総回収率

の向上などの目標の下に、各種方策を講じることとしています。 

具体的には以下の施策を推進することとしています。 
① 学校との連携強化 

今後も引き続き、大学等の奨学金担当者に対して奨学業務連絡協議会を開催し、返還

の重要性の理解を深めるため返還金回収促進の具体的方策を説明するなど、大学等と連

携し在学期間中から奨学生としての自覚や卒業後の返還意識の徹底を図るほか、大学等

の返還説明会において、返還の重要性や返還中の諸手続きに係る指導の徹底に努めてま

いります。 

② 返還金回収の促進 

原則として、延滞3月以上8月までの初期延滞債権については回収業務をサービサーに

委託し、一部入金のあった者等を除き、原則として延滞9月以上の者は法的処理の対象

とする等、回収強化に努めてまいります。 
また、延滞者の実態調査について、有効回答率向上のための工夫を行うとともに、実

施結果について分析を行うほか、住所不明者に対する追跡調査を一層徹底するため、住

所調査の迅速化を図ります。 

 ③ 機関保証制度の運用 

   機関保証制度の加入率は大幅に伸びてきており、奨学金貸与事業における同制度の役

割は今後大きくなっていくものと考えられることから、本制度において代位弁済請求が

着実に実行されるよう態勢の整備を進めてまいります。 

 

（2）奨学金事業の充実 

昨今の社会・経済状況等の低迷を反映して、教育費負担の軽減をはかり、学生が自立
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して学べるようにするため、奨学金を希望する者が年々増加している反面、民間団体等

が実施する奨学事業は、財政状況の悪化から規模を縮小する中で、本機構の奨学金に対

する国民の期待は、非常に大きなものになっています。 
このような状況を踏まえ、希望に対応し得るだけの貸与人員の確保や学生のニーズを

踏まえた貸与基準の見直しなど、新たな制度の創設等、制度全般について、今後とも文

部科学省等関係機関と連携しながら、国及び社会の要望を踏まえつつ、奨学金制度の一

層の改善・充実に努めてまいります。 
  
（3）事業資金の安定的確保 

一方、奨学金貸与事業の充実を図るためには、必要となる事業資金の確保が不可欠で

す。そのため、前記（1）の施策等の実施による返還金の回収や、自己収入を確保する

とともに、財投機関債の発行及び民間資金の借入を行い、金融市場から直接自己調達す

ることにも重要な意義があります。 
  そのため、本機構がより市場の信任を得ることができるよう前記（1）の施策等の実

施、金融市場の状況に的確に対応し得る専門職員養成・確保など、財投機関債の発行に

係る条件整備が必要と認識しており、そのための取組みに努めているところです。 
 

（4）財務省理財局における「財政融資資金融通先等実地監査」結果への対応 

   財務省理財局が財政投融資を利用する機関を対象に「財政融資資金融通先等実地監

査」を実施する中で、平成 20 年 2 月から 3 月にかけて本機構に対して監査が実施され

ました。主な指摘事項及び改善是正状況は、次のとおりです。 

① 主な指摘事項 

ア．機関保証制度において、代位弁済請求する債権の一部が、保証機関への請求要件を

具備していないため請求に至っていない請求未了債権が 797 件・1,021 百万円（平成

20 年 2 月現在、第一種学資金を含む。）存在すること。 
イ．1 個の債権を滞納年数に応じて区分し貸倒引当金を算定しているが、当該方法が企

業会計原則における原則的な方法とは異なるものであること。 

ウ．法的措置に関する事務について、債務名義を取得した債権についてその後の手続き

が行われていないこと。 

② 改善・是正状況 

ア． 請求未了債権 797 件については、平成 22 年 8 月までに代位弁済実行済 367 件、

一部入金等により代位弁済請求対象外となったもの 430 件の合計 797 件を全件処理

しました。 

イ．貸倒引当金の算定に関しては、新しい債務者区分及びそれに基づく算出方法につい

て、文部科学省及び財務省と協議し、平成 20 年度決算より従来の割賦金区分から債

務者区分によるものへ変更しました。 
ウ．法的措置に関する事務については、平成 21 年 4 月に組織改編を行い、奨学事業部
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において従来の債権管理課を法務課に改組することにより法的措置の統括機能を強

化するとともに、マニュアルの作成等により全国的かつ統一的に法的処理を実施でき

るようにしました。 
 
（5）財務省理財局における「財政融資資金融通先等実地監査」監査結果のフォローアップ

について 

   平成 20 年 2 月から 3 月にかけて実施された監査における指摘事項については、改善

状況についてのフォローアップが、平成 22 年 2 月から 3 月にかけて実施されました。

前回監査の指摘事項への対応状況、今回監査の主な指摘事項及び改善是正状況は、次の

とおりです。 

① 前回監査の指摘事項への対応状況 

前回の監査における指摘事項を踏まえ、組織・体制の強化や、各種マニュアルの整備

を通じた業務の標準化、機関保証に係る利息及び延滞金の保証履行範囲の上限の撤廃に

加え、債務者区分を見直した上で自己査定基準等を整備し20年度決算へ反映させるなど

改善に向けた対応が図られていることが確認されました。 

② 主な指摘事項 

ア．機関保証業務について 

    保証機関に対する代位弁済請求が可能となる延滞1年超の債権のうち、督促の不備

等から未請求となっている案件の件数が大幅に増加していること、また、住所不明者

の取扱いが、保証機関と未合意のため、代位弁済請求が行われていないこと。等 

イ．法的措置について 

支払督促申立（裁判所を通じた支払請求）件数は増加しているが、未実施の件数も

累増していること、また、延滞が長期化している債権が多数あるにも拘わらず、時効

中断を意識した処理が行われていないこと。等 

③ 改善・是正状況 

ア．機関保証業務について 

請求未了債権が大幅に増加した要因は、機関保証制度が平成 16 年度から開始され

たため、四年制大学を卒業した者の返還が平成 20 年 10 月から開始され、請求未了の

対象となるものが本格化したことです。また、住所不明者の取扱いについては、「住

所不明者の取扱いに関する確認書」を保証機関と平成 22 年 3 月に取り交わし、改善

を図りました。 

イ．法的措置について 

本機構としては、大学・大学院等に係る平成 19 年度末の 3 ヶ月以上の延滞額を平

成 23 年度末までに半減することを目標に、残高が大きい債権等を優先して法的措置

を進めてきたところです。今後は、延滞 9 年以上の債権については、時効の中断に向

けた法的措置を確実に実施するよう改善を図りました。 
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（6）情報総合管理システム（イクシス）の運用 

「イクシス」は、奨学金の申込から返還完了までの管理を行う本機構の基幹業務シス

テムであると共に、外国からの留学生に対する留学生給与等の給付を行うシステムでも

あります。このシステムを活用して奨学金業務のサービスの向上並びに業務の簡素化・

効率化を図っているところです。 
また、独立行政法人等の業務・システム最適化実現方策（2005 年（平成 17 年）6 月

29 日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）を踏まえた「奨学金業務・システ

ム最適化計画」に基づき、イクシスの刷新、データ入出力業務負荷及び応対業務の軽減、

情報提供の迅速化・充実化、外部委託の推進、セキュリティの確保、及び調達における

透明性の確保を実現するため、平成 22 年 1 月より業務・システムの最適化に向けたシ

ステム開発を行い、平成 24 年 1 月より新システムが稼働する予定です。 

 （注）「イクシス」は、本機構の登録商標です。 

 

（7）個人情報の保護と情報公開 
本機構が保有する個人情報の保護については、「個人情報保護規程」に基づき、各部

署に個人情報保護管理者及び個人情報保護担当者を置き、個人情報保護を図るための安

全管理体制を整備するとともに、全職員に対し個人情報保護個人向け自己点検を実施す

るなど、個人情報の適切な取扱いについての周知徹底を図っています。 
また、情報の公開については、事業全般にわたりその内容を的確、積極的に公開する

ため、外部有識者を含む「情報公開・個人情報保護委員会」を設置するなど、情報公開

の推進に取り組んでいます。 

 - 60 - 
 



3 事業等のリスク 
 
 ここでは、本機構の事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 
 なお、以下のリスクには、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は平成 23
年 8 月 29 日現在において本機構が判断したものです。 
（1）延滞債権の増加リスク 
   これまで説明しましたとおり、奨学金の回収率の実績は、長期にわたる経済不況の影

響による失業率の増加、収入の低下等の影響を受け、若干ながら低下傾向にありました

が、回収努力により全体として上昇傾向にあります。しかし、今後の景気動向等によっ

ては、無利子貸与の第一種奨学金（日本育英会においては一般勘定で経理）、有利子貸

与の第二種奨学金（日本育英会においては特別勘定で経理）ともに、延滞債権が増加す

る可能性があります。 
   さらに有利子貸与においては、平成 11 年 4 月より第二種奨学金（きぼう 21 プラン奨

学金）として、基準を満たす希望者全員に対して奨学金を貸与することを目標とし、奨

学生が安心して自立した学生生活ができるよう援助するとともに教育の機会均等を図

るために、制度の内容、貸与人数ともに抜本的な拡充を行いましたが、今後、その貸与

を受けた奨学生が卒業し、返還者数及び要返還額が大幅に増加することに伴い、延滞債

権も増加する可能性があります。 
   本機構では過去に貸与した奨学金の回収金が新たに貸与する奨学金の原資の一部と

なっており、この奨学金の回収状況が、国の一般会計からの借入金額及び財政融資資金

からの借入金額に影響を与える仕組みとなっています。従って、延滞債権が増加した場

合は、貸倒引当金計上額の増加のみならず、上述の借入金の増加を通じて本機構の財務

状況に悪影響を及ぼすことになります。 
 
（2）国の政策に伴うリスク 

本機構は、国が関与すべき業務を実行する独立行政法人であり、国の政策の変化が本

機構の業務、業績に影響を与える可能性があります。平成 23 年 8 月 29 日現在における

本機構に関する行政改革の動向は以下のとおりです。 
① 独立行政法人の業務の見直しについて 

平成 18 年 11 月 27 日に政策評価・独立行政法人評価委員会より主務大臣に対して「独

立行政法人日本学生支援機構の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性につ

いて」が通知されました。これを踏まえ、文部科学省は、平成 18 年 12 月 15 日に「『独

立行政法人日本学生支援機構の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性につ

いて』における指摘事項を踏まえた見直し案」（以下「見直し案」という。）を行政改革

推進本部へ提出、平成 18 年 12 月 24 日、行政改革推進本部の議を経て「見直し案」が

決定されています。「見直し案」につきましては以下のとおりです。 
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「独立行政法人日本学生支援機構の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性につ

いて」における指摘事項を踏まえた見直し案 
 

平成 18 年 12 月 15 日 
文  部  科  学  省 

 
 「勧告の方向性」を踏まえ、次期中期目標においては、以下の事項を掲げることにより、

事務及び事業の改善を図る。なお、この見直しの考え方に従い、平成 21 年 3 月までの間に、

大学等との役割分担を踏まえ、国の施策と密接に連携しつつ、独立行政法人として真に担う

べきものに特化・重点化するとともに、国の歳出の縮減を図る観点から、また、特に融資等

業務については、今般の政策金融改革の趣旨も踏まえ、検討を行い、次期中期目標・中期計

画を策定するまでに具体的なものにすることとする。 
第 1 奨学金貸与事業の的確な実施等 
 1 奨学金の貸与の的確な実施等 
 奨学金貸与事業については、優れた学生等で経済的理由により修学が困難な者への奨学金

の貸与により､教育の機会均等の確保及び人材育成に資するという教育施策としての目的を

十分踏まえ、真に支援を必要とする者への貸与が行われるよう、貸与基準の厳格化とそれに

沿った運用の徹底を図ることとする｡ 
また､在学中の適格認定制度等を活用し､学業成績等を踏まえた奨学生への修学上の指導

の徹底を大学等に依頼するとともに､奨学金の貸与の停止、奨学生としての資格の廃止等の

措置を厳格かつ迅速に行うこととする。 
 なお、3％の貸付上限金利について、教育政策の観点等から、見直しを検討することとす

る。 
 
 2 奨学金の回収の強化 
 貸与した奨学金の回収については、事業の健全性を確保するため、抜本的な強化を図る必

要があることから、民間有識者を含めた検討体制の下で、その原因分析を行い、かつ、効果

的な回収方策を検討・策定し、その着実な実施を図ることとする。その一環として、現行の

中期計画において掲げられている新規返還者の初年度末の返還率に係る回収目標について、

達成に向けた具体的方策を明らかにした上で早期にその達成を図るとともに、延滞 1 年以上

の者に対して法的措置を含めた延滞債権に対する回収の更なる強化を図り、次期中期目標・

中期計画においては、総回収率に係るものも含め現行の回収目標を上回る目標を具体的かつ

定量的に設定することとする。その際、費用対効果の検証を踏まえつつ、回収業務の全面的

な民間委託などを検討し、その結果をも踏まえ職員数を削減することとする。 
 さらに、財団法人日本国際教育支援協会が実施する機関保証業務については、保証機関へ

延滞債権のリスクを安易に移転することにより保証機関の収支の健全性が阻害されること

のないよう、債務保証の収支､代位弁済･回収状況等を把握し､機関保証の妥当性を毎年度検

証することとする｡ 
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第 2 留学生支援事業の抜本的な見直し 
 留学生支援事業については、留学生政策全体における日本学生支援機構の役割を明確化し

た上で、見直しを行なうこととする。 
 
 1 国際交流会館等の抜本的な見直し 
 国際交流会館については、その運営実態等にかんがみ、今後の新設は停止することとする。

また、現存する施設については、管理運営業務に係る一般競争入札の導入による民間委託､

市場化テストの活用等による経費の削減に努めるとともに、老朽化した施設については順次

廃止することとする｡ 
 また、「知的交流拠点の中核施設」として設置された東京国際交流館の施設であるプラザ

平成については、当面、市場化テストの活用により経費の節減を図るものとする。併せて、

費用対効果の観点も含め機能の発揮状況を検証し、その結果に基づき、施設管理運営業務に

ついて、現行中期目標期間の終了時までの間に、廃止（資産の処分方策を含む。）を含めた

在り方について検討し、結論を得ることとする。 
 
 2 日本語教育業務の抜本的な見直し 
 日本語教育業務については、民間の日本語教育機関の拡充の状況や現在の日本語教育セン

ターの運営実態を踏まえ、現行中期目標終了時（平成 20 年度末）までに、対象を高等専門

学校又は専修学校への進学を希望する国費留学生及び外国政府派遣留学生を中心に特化し

ていくため私費外国人留学生に係る学生数を半減するとともに、これに伴い、運営体制の見

直しを行うこととする。 
 なお、次期中期目標期間（平成 21 年度～25 年度）において、引き続き私費外国人留学生

に係る学生数の縮小を図りつつ、文部科学省における留学生に対する日本語教育の支援方策

等に関する検討の一環として、抜本的な在り方の検討を行うこととする。 
  
第 3 学生生活支援事業の見直し等 
 1 学生生活支援事業の重点化 
 学生生活支援事業については、大学等の自主的な取組を促すため、事業内容を厳選して実

施することとする。  
 
 2 学生支援情報データベースの定期的見直し 
 現在構築中の学生支援情報データベースについては、各大学への調査を行い、利用状況や

要望を把握するとともに、その構築に係る各大学の労力と同データベースから得られる効果

を評価した上で、効率化・合理化・有用性の観点から、定期的に整備計画の内容を見直すこ

ととする。 
 
 3 各種研修等の重点化 
 研修事業等については､事業の効率化・合理化の観点から、各大学におけるノウハウの蓄

積が十分でなく､適切な支援を行うことが困難な分野を中心に重点化し、整理･統合すること

とする。このため、体験ボランティア･学生ボランティア活動セミナーは廃止することとす

る｡  
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第 4 その他の業務全般に関する見直し 
 上記第 1 から第 3 に加え、業務全般について以下の取組を行うこととする。 
 
 1 中期目標等における業務の重点化や効率化に向けた取組の明確化等 
 適切な評価や国民の理解に資する観点から、次期中期目標等において、国の政策目標にお

ける日本学生支援機構の任務の位置付け、国・民間等との役割分担など、日本学生支援機構

が担う任務・役割を明確にするとともに、その任務・役割との関係を踏まえた業務の重点化

や効率化の方針を具体的に明記することとする。 
 その際、目標達成度の厳格かつ客観的な評価に資するよう、達成すべき内容や水準等を可

能な限り具体的かつ定量的に示すこととする。 
 また、事業ごとの厳格かつ客観的な評価・分析の実施を促進し、その結果を事業選択や業

務運営の効率化に反映させること等により見直しの実効性を確保するとともに、日本学生支

援機構の財務内容等の一層の透明性を確保する観点から、決算情報・セグメント情報の公表

の充実等を図ることとする。 
  
 2 効率化目標の設定及び総人件費改革 
 一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、現行の中期目標等と同程度以上の水準

の目標を具体的に示すとともに、業務の質の向上についても極力客観的かつ具体的な目標を

示すことにより、一層質が高く効率的な業務運営を目指すこととする。 
 その際、総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関

する法律（平成 18 年法律第 47 号）等に基づき、5 年間で 5％以上を基本とする削減の着実

な実施を促すとともに、役職員の給与に関し国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しを

促進することとする。 
 
 3 随意契約の見直し 
 第 2 に掲げたもののほか、業務の実施に当たり随意契約により委託等を行っている場合に

は、国における見直しの取組（「公共調達の適正化について」（平成 18 年 8 月 25 日付け財計

第 2017 号。財務大臣から各省各庁の長あて。））等を踏まえ、関連公益法人を始め特定の団

体との契約の在り方の見直しなど不断の見直しを行わせることとし、一般競争入札の導入・

範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化を図ることとする。 
 
 4 資産の有効活用等に係る見直し 
 日本学生支援機構が保有する国際交流会館の会議室等については、一般利用への開放など

の効率的な活用を促進し、自己収入の増加を図る等の観点から、見直しを行うこととする。 
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② 独立行政法人整理合理化計画について 
 平成 19 年 12 月 24 日「独立行政法人整理合理化計画」が閣議決定されています。各

独立行政法人について講ずべき措置とされたもののうち、本機構に関する部分は以下のとお

りです。 

事務及び事業の見直し 

【奨学金貸与事業】 

○延滞債権の回収率向上を図るための抜本的な対策を平成 20 年度中に策定することとし、所要

の措置を講じる。 

○3%の貸付上限金利について、教育政策の観点等から、見直しを検討する。 

【留学生支援事業】 

○東京国際交流館のプラザ平成の企画・管理・運営業務及び広島国際交流会館の管理・運営業務

に係る民間競争入札を導入する。また、プラザ平成については、平成 20 年度末までに廃止も

含め在り方につき結論を得る。 

【学生生活支援事業】 

○学生生活支援事業については、大学等の自主的な取組を促すため、障害のある学生の修学支援

を始め、各大学等における取組が十分ではなく、公共上の見地から必要な事業内容を厳選して

実施する。 

【市場化テストの拡大】 

○国際交流会館については、平成 20 年度に広島国際交流会館において落札者による管理・運営

業務を実施することに加えて、同年度に新たに大阪第二国際交流会館において民間競争入札を

実施し、21 年度から落札者による管理・運営業務を実施する。これらの民間競争入札の検証結

果等も踏まえ、残る 11 館の国際交流会館における民間競争入札を更に推進する。 

組織の見直し 

【組織体制の整備】 

○日本語教育センターの私費外国人留学生に係る学生数の半減に伴う運営体制の見直し等を行う。

【人員、組織の徹底したスリム化】 

○奨学金の回収業務をはじめとする各事業について積極的に競争入札による民間委託を推進し、

その結果をも踏まえ、組織の簡素化を図るとともに、次期中期計画終了時（平成 25 年度）ま

でに、現行中期計画開始時の職員数と比べ、1 割程度の職員数を削減する。 

運営の効率化及び自律化 

【保有資産の見直し】 

○東京日本語教育センターについては、周辺環境や建ぺい率・容積率規制等に留意するとともに、

施設の機能、地元自治体との関係、大学への進学を希望する学生を教育するという施設の性格

等を踏まえつつ、有効活用の方策について、具体的なスケジュールを示して検討する。 

○市谷事務所の立地や保有形態の在り方について、事業の在り方、保有と賃貸のコスト比較によ

る経済合理性等を総合的に勘案しつつ、具体的なスケジュールを示して検討する。 

○国際交流会館について、地元自治体との密接な連携を重視するとともに、地域の国際交流拠点

としての役割を踏まえつつ、有効活用の方策について、具体的なスケジュールを示して検討す

る。 

○高円寺宿舎については、奨学金の貸付債権に係る貸倒引当金の財源であることを考慮しつつ、

利用率、老朽化等を踏まえ、関係機関とも相談のうえ、売却を含めた資産の在り方について平

成 20 年度中に結論を得るよう検討する。 
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③ 独立行政法人の抜本的な見直しについて 

行政刷新会議（平成 21 年 9 月 18 日設置）における審議等を踏まえ、平成 21 年 12 月

25 日に「独立行政法人の抜本的な見直しについて」が閣議決定されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

独立行政法人の抜本的な見直しについて 
 

平成 21 年 12 月 25 日 

閣 議 決 定 

 
すべての独立行政法人について、以下の基本的姿勢及び見直しの視点により、抜本

的な見直しを行う。 
 

1．基本的姿勢 
 
（1）従来の独立行政法人の改革は抜本的な見直しとして徹底されたものとは言い難く、

国民の不信感は払拭されていない。 
（2）このため、すべての独立行政法人のすべての事務・事業について、国民的視点で、

実態を十分に把握しつつ、聖域なく厳格な見直しを行う。 
（3）見直しの結果、独立行政法人の廃止、民営化、移管等を行うべきものについては、

必要な措置を講じる。見直しの過程において、主務大臣が説明責任を果たすととも

に、事務・事業の廃止等によってどのような問題が生じるかを具体的かつ明確に説

明できない場合には、当該事務・事業の廃止等の措置を講じる。また、独立行政法

人制度自体を根本的に見直すことを含め、制度の在り方を刷新する。 
なお、独立行政法人の抜本的な見直しに当たって、独立行政法人の雇用問題に配

慮する。 
（4）今後、下記２．に掲げる視点により、独立行政法人について、平成 21 年 11 月に

行政刷新会議が実施した事業仕分け（以下「事業仕分け」という。）を通じて明らか

になった組織、制度等に係る課題を踏まえつつ、結論を得たものから順次速やかに

必要な措置を講ずる。その際、国の財政支出の見直し等を徹底する。 
 
2．見直しの視点 

 
すべての独立行政法人について、以下の視点で抜本的な見直しを行う。 
なお、独立行政法人は、公共的見地から確実に実施する必要がある事務・事業を担う

ものであるため、国の事業に対して実施した事業仕分けの結果、廃止、民営化等とされ

る政策に基づく事務・事業については、原則として、国と同様に廃止、民営化等の措置

を講じる。 
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（1）事務・事業の抜本的な見直し 
事業仕分けの成果を踏まえつつ、すべての独立行政法人のすべての事務・事業に

ついて、必要性、有効性及び効率性の観点から、次の視点に立って抜本的に見直し

を行う。 
① 国民生活にとって真に不可欠なものであるか。 
② 事業性を有するもの、民間の参入を阻害しているもの、国が一定の関与を行う

ことで民間が実施可能なものは民間において実施できないか。 
③ 公的主体が実施すべきものであっても、事務・事業の効果が一部の地域にとど

まるもの、地域に分散させることが可能なもの又は地方で類似の事務・事業を実

施しているものなどについては、地方公共団体で実施できないか。 
④ 一の主体により一体的に実施すること、類似の事務・事業を実施している他の

主体により実施することにより効率的・効果的に国民へのサービスが提供できる

ものについては、他の主体で実施できないか。 
⑤ 国自らが直接実施することが真に必要なものについては、徹底した効率化を図

った上で、国の行政機関に事務・事業を移管できないか。 
 

（2）独立行政法人の廃止・民営化等 
事務・事業の徹底した見直しの結果を踏まえ、独立行政法人の在り方を検討し、

廃止、民営化、移管等を行うべきものについては、必要な措置を講じる。 
 
（3）組織体制及び運営の効率化の検証 

上記の見直しと併行して、事務・事業を実施するにふさわしい組織体制及び効率

的な運営について、ガバナンスの強化、効率的・効果的な事業実施の実現及び透明

性の確保の視点から検証し、必要な措置を講じる。 
① 独立行政法人制度の基本理念と国の関与の実態を踏まえ、内部ガバナンス、国

の関与の在り方をどう構築すべきか。また、厳格なコンプライアンスをどう確立

すべきか。 
② 主体的・効率的な運営及び国民へのサービス向上を図るための体制の在り方は

適切か。 
③ 市場動向を含む社会経済情勢の変化に即応し、業務運営の変革やバランスシー

ト及びキャッシュフローの最適なマネジメントを進めるなど、機動的・効率的な

マネジメントが確立されているか。 
④ 役員の任命及び法人の長の意思決定は適切に行われているか。 
⑤ 主体的・効率的な運営のための目標・計画の設定、業務の実施、第三者による

事後の評価及び評価を踏まえた見直しというサイクルは有効に機能しているか。 
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⑥ 事務・事業の実施方法、規模等は適切か。 
⑦ 関連法人等との間の資金や人の流れの透明性は確保されているか。 
⑧ 随意契約は、真に合理的な理由があるものに限定されているか。また、競争入

札についても、実質的な競争が確保されているか。 
⑨ 保有資産（実物資産、金融資産）等の経営資源が事務・事業の目的及び内容に

照らして過大なものとはなっていないか。徹底的に縮減し、国庫返納等を行うべ

きではないか。 
⑩ 自己収入の確保、既存財源の活用、民間の適正な負担の在り方の見直し等を行

い、国の財政支出の見直しが徹底されているか。 
⑪ 独立行政法人の業務運営全般について情報公開が徹底されているか。また、国

民の理解を深めるための情報提供が徹底されているか。 
 

3．関連事項 
 

（1）「独立行政法人整理合理化計画（平成 19 年 12 月 24 日閣議決定）」に定められた

事項（既に措置している事項を除く。以下同じ。）については、当面凍結し、独立行

政法人の抜本的な見直しの一環として再検討する。ただし、随意契約の見直し及び

保有資産の見直しに係る事項については、再検討の間においても引き続き取組を進

める。 
なお、別途各府省の判断により、独立行政法人整理合理化計画に定められた事項

について取組を進めることを妨げない。 
 

（2）「国の行政機関の定員の純減について（平成 18 年６月 30 日閣議決定）」について

は、純減目標数から平成 22 年度に予定されている新たな国の業務の独立行政法人化

に係る純減数（森林管理関係における人工林の整備、木材販売等の業務を非公務員

型独立行政法人に移行することに係る純減数（2,041 人）及び気象庁関係における気

象研究所を非公務員型独立行政法人とすることによる純減数（174 人））を除くこと

とし、他の重点事項については着実に実施する。 
 
（3）中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しについては、

「中期目標期間終了時における独立行政法人の組織・業務全般の見直しについて（平

成 15 年 8 月 1 日閣議決定）」にかかわらず、行政改革推進本部の議を経ることを要

しない。 
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④ 独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針 
行政刷新会議における審議等を踏まえ、平成 22 年 12 月 7 日に「独立行政法人の事務・

事業の見直しの基本方針」が閣議決定されています。 
各独立行政法人について講ずべき措置とされたもののうち、本機構に関する部分は以下

のとおりです。 
【事務・事業の見直し】 

事務・事業 講ずべき措置 実施時期 具体的内容 

奨学金貸与事業 減額返還制度の導入 22 年度中に実施
経済的理由による返済猶予者に対し、

減額返還の仕組みを導入する。 
留学生宿舎等（国際交流会館

等）の設置・運営の廃止 23 年度中に実施
大学・民間等への売却を進め、平成 23
年度末までに廃止する。 

留学情報センターの廃止 22 年度中に実施
留学情報センター（東京・神戸）は廃

止する。 

留学生支援事業 

私費外国人留学生学習奨励費

の見直し 23 年度中に実施

成果検証を厳しく行うとともに、渡日

前の予約採用の拡充を図る。さらに、

留学生借り上げ宿舎支援事業等を統

合し、奨学金を中心とした私費外国人

留学生等奨励費給付事業として運営

する。 
学生支援情報データベースの

廃止 22 年度中に実施
学生支援情報データベースを廃止す

る。 
冊子「大学と学生」の廃止 22 年度中に実施 冊子「大学と学生」を廃止する。 

研修事業の重点化、有料化 23 年度中に実施

研修事業については、真に必要な研修

会に厳選するとともに研修の有料化

を検討する。 
学生生活支援事業 

各種調査の重点化 23 年度中に実施

各種調査については、厳選・分類し、

当該調査を必要とする事業の一貫と

して実施する。 
【資産・運営等の見直し】 

講ずべき措置 実施時期 具体的内容 

国際交流会館等 23 年度以降実施

国際交流会館等（13 か所）の譲渡によ

り生じた収入の額は、政府支出の比率

に応じて国庫納付する。 

保有資産の見直し 

職員宿舎 23 年度以降実施

職員宿舎（7 か所）については、真に

必要な宿舎以外のものは売却を検討

する。売却収入については、国庫納付

する又は 
貸倒引当財源に係る国庫の負担軽減

に資する形で活用をする。 

市谷事務所の在り方を検討 24 年度中に実施

市谷事務所の在り方については、国際

交流会館等の廃止、経済合理性等を勘

案しつつ、検討し、一定の結論を得る。

海外事務所の見直し 22 年度中に実施

バンコク事務所を日本学術振興会と

共用化するなど、海外事務所の廃止又

は他機関事務所との共用化を進める

ための検討を行い、具体的な結論を得

る。 

事務所等の見直し 

東海北陸支部（分室）の在り

方を検討 23 年度以降実施
東海北陸支部（分室）について、廃止

も含めて検討する。 
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なお、「22年度中に実施」とされている事項の対応状況は、次のとおりとなっています。 

・減額返還制度の導入：平成 23年１月から導入。 

・留学情報センターの廃止：平成 23年 3月末で廃止。 

・学生支援情報データベースの廃止：平成 22年 12 月 20 日付でホームページを閉鎖。 

・冊子「大学と学生」の廃止：平成 23年 3月号をもって廃刊。 

それ以外の事項についても、プロジェクトチームを立ち上げるなど、鋭意検討を進めて

います。 

 

⑤ 民間競争入札（市場化テスト）について 
機構においては「公共サービス改革基本方針」に基づき、平成 20年 4月以降、「プラ

ザ平成」の企画・管理・運営業務や国際交流会館の管理・運営業務について、民間競争

入札（市場化テスト）の落札者による業務を実施してきたところですが、平成 22年 4

月に実施された政府の行政刷新会議の事業仕分けにおける評価を踏まえ、国際交流会館

等留学生寄宿舎等については、原則として平成 24年 3月末に機構の事業としては廃止

し、留学生宿舎機能の維持を前提に、大学、自治体、民間に売却を進めることとされま

した。また、平成 22年 12 月 7日に閣議決定された「独立行政法人の事務・事業の見直

しの基本方針」において、平成 23年度中に講ずべき措置として、留学生宿舎等（国際

交流会館等）の設置・運営を廃止することとされました。 

これらのことを踏まえ、売却準備が整った国際交流会館等留学生寄宿舎等から、順次、

一般競争入札を実施しており、平成 23年 7月 15日に閣議決定された「公共サービス改

革基本方針改定」においては、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針につい

て」（平成22年 12月 7日閣議決定）の内容を踏まえた変更を行うこととされています。 
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公共サービス改革基本方針改定＜抜粋＞ 

  平成 23年 7月 15 日閣議決定 

【別表】 

９．文部科学省 

（２）独立行政法人の業務 

事項名 措置の内容等 

○ 
 （独）日本学生支援機構の全国 12か所の国際交流会館のうち、次の内容の民間競

争入札により事業を実施している「大阪第二国際交流会館」の管理・運営業務につ

いて、実施要項等に基づき適切に運営する。 

【業務の概要及び入札等の対象範囲】 

 「大阪第二国際交流会館」の管理・運営業務 

【契約期間】 

 平成 21年 4月から平成 24年 3月までの 3年間 

【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】 

 （独）日本学生支援機構の「大阪第二国際交流会館」（大阪府） 

○ 

 

 

 （独）日本学生支援機構の全国 12か所の国際交流会館のうち、次の内容の民間競

争入札により事業を実施している「兵庫国際交流会館」の管理・運営業務について、

実施要項等に基づき適切に運営する。なお、「独立行政法人の事務・事業の見直し

の基本方針について」（平成 22年 12 月 7日閣議決定）の内容を踏まえた変更を予

定している。 

【業務の概要及び入札等の対象範囲】 

 「兵庫国際交流会館」の管理・運営業務 

【契約期間】 

 平成 22年 4月から平成 25年 3月までの 3年間 

【入札等の対象官署・事業所の数・所在地】 

 （独）日本学生支援機構の「兵庫国際交流会館」（兵庫県） 

キ （独）日本学

生支援機構の国

際交流会館等の

運営等業務 

○ 
 国際交流会館等の運営等業務について、原則として、平成 24年 3月末までに（独）

日本学生支援機構の事業としては廃止する。 

 

 
（3）外部評価制度に伴うリスク 

独立行政法人制度では「中期目標」、「中期計画」、「年度計画」といった明確な目標設

定が導入されています。こうした目標・計画の達成状況等については外部有識者で構成

される文部科学省独立行政法人評価委員会及び総務省政策評価・独立行政法人評価委員

会から評価を受けることになっており、その結果によっては、業務運営形態等が見直さ

れる可能性があります。 
 

（4）金利リスク 
   第一種奨学金については、本機構から奨学生への貸与及び貸与の財源となる本機構に

よる国の一般会計からの借入れともに無利息で行っているため金利リスクは発生しま

せん。 
第二種奨学金については、奨学生が貸与を受けている間は無利息であり、当該期間中

及び本機構の財政融資資金からの借入利率が 3％を超える場合には、本機構に金利負担

が発生することになりますが、当該金利負担はこれまで一般会計からの利子補給金によ
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り補填されています。 
一方、平成 18 年度以前における本機構から奨学生への貸与は「卒業後最長 20 年の固

定金利」（元利均等払い）であるのに対し、貸与の財源となる財政融資資金からの借入

は 20 年償還（うち 4 年据置）の 5 年金利見直し」（元金均等払い）であるため、金利見

直し時に金利変動のリスクがあります。 
ただし、機構法 23 条により政府は毎年度予算の範囲内において本機構に対し、学資

の貸与にかかる業務に要する経費の一部を補助することができることとされており、こ

れまでは当該金利負担分は、利子補給金により補填されてきました。 
このように、現状においては金利リスクは限定的となっていますが、今後国の政策変

更等により、こうした金利リスクが顕在化する可能性があります。 
なお、こうした金利リスク軽減の観点から、平成 19 年度に、有利子奨学金の貸

与制度及び資金調達制度の見直しを実施しました。 

 
（5）流動性リスク 

市場の混乱等により、本機構の資金調達が困難となり若しくは市場取引においてプレ

ミアムが要求されるような事態が生じた場合や、社会情勢の急激な変化等により返還充

当金の大幅減が生じた場合、本機構の資金調達費用が増加する可能性があります。 
 

（6）事務リスク 
本機構は、役職員による正確な事務の懈怠、あるいは業務遂行上の事故の発生等を原

因として損失を被る可能性があります。 
 
（7）システムリスク 

本機構は、コンピューターシステムのダウン及び誤作動等、システムの不備等に伴い

損失を被る可能性があります。 
 



4 経営上の重要な契約等 
 
  該当事項はありません。 
 
5 研究開発活動 
 
  該当事項はありません。 
 
6 財政状態及び経営成績の分析 
 
（1）奨学金の回収状況について 

第一種奨学金及び第二種奨学金はいずれも過去に貸与した奨学金の回収金が事業運

営の原資となっており、この奨学金の回収状況が、国の一般会計からの借入金額及び

財政融資資金からの借入金額に影響を与える仕組みとなっています。従って、奨学金

の回収率の向上は本機構の財務内容の向上の観点からも喫緊の課題となっています。 
奨学金のうち、要返還額及び返還額の本機構における平成 18 年度～平成 22 年度実

績は次ページのとおりです。 
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（単位：百万円） 

区      分 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度

当 年 度 分 139,527 146,441 154,870 163,609 169,521
延 滞 分 41,984 44,126 46,755 48,972 51,200要返還額 

総 額 181,512 190,567 201,625 212,581 220,721

繰 上 分 28,067 27,962 26,107 25,652 28,404

当 年 度 分 
〔a〕 

130,058
（93.2%）

137,140
（93.6%）

145,772
（94.1%）

154,564 
(94.5%) 

161,125
(95.0%)

延 滞 分 
〔b〕 

5,090
（12.1%）

5,538
（12.6%）

5,788
（12.4%）

5,749 
(11.7%) 

6,182
(12.1%)

第 

一 

種  

奨 

学 

金 

返還額 
（回収率） 

期日到来分計 
〔a＋b〕 

135,148
（74.5%）

142,679
（74.9%）

151,559
（75.2%）

160,314 
(75.4%) 

167,308
(75.8%)

当 年 度 分 92,657 113,198 136,913 164,557 191,625
延 滞 分 11,284 13,722 17,224 21,193 26,040要返還額 

総 額 103,940 126,919 154,137 185,750 217,666

繰 上 分 36,329 41,216 47,160 56,693 75,012

当 年 度 分 
〔a〕 

86,619
（93.5%）

106,072
（93.7%）

128,589
（93.9%）

154,322 
(93.8%) 

180,802
(94.4%)

延 滞 分 
〔b〕 

2,272
（20.1%）

2,701
（19.7%）

3,284
（19.1%）

3,979 
(18.8％) 

5,125
(19.7％)

第 

二 

種 

奨 

学 

金 

返還額 
（回収率） 

期日到来分計 
〔a＋b〕 

88,891
（85.5%）

108,773
（85.7%）

131,873
（85.6%）

158,301 
(85.2%) 

185,928
(85.4%)

当 年 度 分 232,184 259,638 291,783 328,166 361,147
延 滞 分 53,268 57,848 63,978 70,165 77,240要返還額 

総 額 285,452 317,486 355,762 398,331 438,387

繰 上 分 64,396 69,178 73,268 82,345 103,416

当 年 度 分 
〔a〕 

216,677
（93.3%）

243,212
（93.7%）

274,361
（94.0%）

308,886 
(94.1%) 

341,928
(94.7%)

延 滞 分 
〔b〕 

7,362
（13.8%）

8,239
（14.2%）

9,072
（14.2%）

9,728 
(13.9%) 

11,307
(14.6%)

合  
計  

額 返還額  
（回収率） 

期日到来分計 
〔a＋b〕 

224,039
（78.5%）

251,452
（79.2%）

283,433
（79.7%）

318,615 
(80.0%) 

353,235
(80.6%)

 （注） 金額はそれぞれ四捨五入しているため、合計額欄は内訳を集計した計数と必ずしも一致しません。 

 
  上級学校への進学率の上昇、近年の厳しい経済情勢下での家計急変及び教育費の高騰

などによる奨学金希望者の増加などの状況を踏まえ、国の施策として奨学金制度の充実

を進めてきたことにより、奨学金の貸与額は年々増加し、それに伴って要返還額も増加

しました。 
 一方、回収率は回収強化により上昇傾向にあり、平成 22 年度は前年度より更に上昇し

ましたが、長期に及んだ景気低迷の影響等により低下するおそれはなお残っており、回

収の強化は引続き課題となっています。 
  なお、まだ返還期日の到来していない返還金を返還する繰上返還は、返還者が自分の
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意志で返還してくる性質のものであり、当年度の要返還額として想定していないため、

回収率算出にあたっては計上していません。 
平成 22 年度における回収の方策と促進策の実施状況につきましては 46～49 ページに

記載しておりますが、返還金の回収促進に係る中期計画及び平成 23 年度計画は以下の通

りです。 
回収の方策 中期計画及び年度計画（平成 23 年度） 

リレー口座への加入促

進 
＜中期計画＞ 
 返還金の円滑な返還を促進するため、リレー口座（口座振替）加

入時期の早期化を図り、新規返還開始者で 95％以上、全体で 80％
以上とする。 
＜年度計画＞ 
 平成 24 年 3 月満期者についても引き続きリレー口座加入時期を

12月末とし、リレー口座加入率については、新規返還開始者で 95％
以上、全体で 80％以上とする。 

督促の集中的実施 ＜中期計画＞ 
 延滞を初期段階で解決するため、民間委託を活用しつつ、早期に

おける督促の集中的実施を図る。 
＜年度計画＞ 
原則として、延滞 4 ヶ月となった初期延滞債権について、回収業

務をサービサーに委託し、回収業務を 5 ヶ月間実施した結果、延滞

解消または法的処理等に移行しないものについては、引き続き回収

業務を委託する。 
法的処理の実施 ＜中期計画＞ 

 延滞状況の早期改善を図るため、法的処理の早期化を図る。 
＜年度計画＞ 
 一部入金のあった者等を除き、原則として延滞 9 ヶ月以上の者に

対して法的処理を行う。また、中・長期延滞債権についても外部委

託による回収を適切に活用しつつ計画的に法的処理を行う。 
延滞者の実態調査 ＜中期計画＞ 

 延滞者の実態調査を実施し、その結果を回収強化施策へ反映させ

る。 
＜年度計画＞ 

延滞者の実態調査については、引き続き有効回答率向上のための

工夫を行うとともに、延滞事由などその結果について分析を行い、

回収強化施策へ効果的に反映させる。 
住所調査の徹底 ＜中期計画＞ 

 無延滞者を含め住所不明者に対する追跡調査を行うなど、住所調

査の更なる徹底を図る。 
＜年度計画＞ 
 無延滞者を含め住所不明者に対する追跡調査の一層の徹底を図

る。 
個人信用情報機関の活

用 
＜中期計画＞ 
 延滞者の多重債務化の防止を図るため、個人信用情報機関を活用

する。 
＜年度計画＞ 
 対象となる延滞者の延滞情報について、個人信用情報機関への登

録を行う。 
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回収の方策 中期計画及び年度計画（平成 23 年度） 

コールセンターの開設 ＜中期計画＞ 
 返還相談体制強化のため、コールセンターを開設し、応答率の改

善を図るとともに、返還意思を有する者等からの相談等に適切に対

応する。 
＜年度計画＞ 
返還相談体制強化のために設置したコールセンターを適切に運

営し、引き続き応答状況の改善を図り、返還意思を有する者等から

の相談等に適切に対応する。 
 



（2）リスク管理債権等の状況について 
・ 平成 21 年度末、平成 22 年度末の状況について 

   本機構は、民間金融機関の基準に準じて、リスク管理債権を算出しています。 

本機構は、経済的理由により修学が困難な者に対して、本人の支払能力を要件とせ

ず奨学金の貸与を行なっております。そのため、このリスク管理債権についても、返

還指導を行ないつつ、本人及び連帯保証人へ継続的に督促を行なうことにより回収が

見込まれるものもあることから、記載した残高のすべてが回収不能となるわけではあ

りません。 

 

（総括）   
 
（単位：百万円）

区     分 平成 21 年度末 平成 22 年度末

破綻先債権額 （Ａ） 14,199 15,015

延滞債権額 （Ｂ） 195,272 209,527

3 カ月以上延滞債権額 （Ｃ） 57,517 46,591

小計（延滞債権額） （Ｄ）＝（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） 266,989 271,134

比率 （Ｄ）／（Ｇ）×１００ 4.3 4.0

貸出条件緩和債権額 （Ｅ） 92,840 138,742

合計 （Ｆ）＝（Ｄ）＋（Ｅ） 359,830 409,877

比率 （Ｆ）／（Ｇ）×１００ 5.8 6.1

総貸付残高 （Ｇ） 6,233,658 6,757,605
 

（第一種奨学金）   
 
（単位：百万円）

区     分 平成 21 年度末 平成 22 年度末

破綻先債権額 （Ａ） 7,133 7,310
延滞債権額 （Ｂ） 90,012 91,255
3 カ月以上延滞債権額 （Ｃ） 18,920 12,462
小計（延滞債権額） （Ｄ）＝（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） 116,066 111,028
比率 （Ｄ）／（Ｇ）×１００ 4.9 4.6
貸出条件緩和債権額 （Ｅ） 34,516 46,385
合計 （Ｆ）＝（Ｄ）＋（Ｅ） 150,583 157,414
比率 （Ｆ）／（Ｇ）×１００ 6.3 6.5
総貸付残高 （Ｇ） 2,380,735 2,407,685
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（第二種奨学金） 
（単位：百万円）

区     分 平成 21 年度末 平成 22 年度末

破綻先債権額 （Ａ） 7,065 7,704
延滞債権額 （Ｂ） 105,259 118,272
3 カ月以上延滞債権額 （Ｃ） 38,596 34,128
小計（延滞債権額） （Ｄ）＝（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） 150,922 160,105
比率 （Ｄ）／（Ｇ）×１００ 3.9 3.7
貸出条件緩和債権額 （Ｅ） 58,324 92,357
合計 （Ｆ）＝（Ｄ）＋（Ｅ） 209,247 252,463
比率 （Ｆ）／（Ｇ）×１００ 5.4 5.8
総貸付残高 （Ｇ） 3,852,923 4,349,919
（注）1. 平成 20 年度より、民間金融機関に準じて返還猶予債権をリスク管理債権に含めています。 

    2. 「貸出条件緩和債権額」は、独立行政法人日本学生支援機構法第１５条第２項の規定により、国

の教育施策の一環として、災害、傷病、生活保護及び経済困難等を理由に返還期限を猶予してい

る債権です。 

なお、貸出条件緩和債権には、上記のほか、本人が学校に在学している等の理由により返還期限

を猶予している在学中等猶予債権が平成 22 年度末で 375,640 百万円（第一種 127,941 百万円、

第二種 247,699 百万円）あります。 

    3. 金額はそれぞれ切り捨てているため、合計欄は内訳を集計した計数と必ずしも一致しません。 

    4. 平成 20 年度決算より、破産、個人再生等、法的形式的に破綻の事実が発生している者の債権を、

破綻先債権として区分し、計上することとした。 

 

（参考） 

・破綻先債権額（Ａ）：破産、個人再生等、法的形式的に破綻の事実が発生している者の債権残高 

・延滞債権額（Ｂ）：延滞 6 カ月以上の債権で、破綻先債権を除いた債権残高 

・3 カ月以上延滞債権額（Ｃ）：弁済期限を 3 カ月経過して延滞となっている債権残高で、破綻先債権額

（Ａ）及び延滞債権額（Ｂ）に該当しないもの 

 
   リスク管理債権については、これまで述べましたように、奨学金の回収率向上に向

けた諸施策を講じているところですが、事業規模の拡充に伴い無利子貸与の第一種奨

学金、有利子貸与の第二種奨学金ともに、今後増加することが見込まれます。 
   特に有利子貸与においては、平成 11 年 4 月より第二種奨学金（きぼう 21 プラン奨

学金）として、基準を満たす希望者全員に対して奨学金を貸与することを目標とし、

奨学生が安心して自立した学生生活ができるよう援助するとともに教育の機会均等を

図るために、制度の内容、貸与人数ともに抜本的な拡充を行いましたが、今後、その

貸与を受けた奨学生が卒業し、返還者数が大幅に増加することに伴い、リスク管理債

権の一層の増加が見込まれます。 
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（3）貸倒引当金の計上方法について 
貸付金の貸倒引当金の計上方法は独立行政法人会計基準に基づき、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産再生更生債権等については回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

なお、平成 20 年度決算より、従来の割賦金区分から債務者区分に基づき算出してお

ります。 

貸倒見積高積算にあたっては過去の回収実績をもとに見積もっていますが、中期計

画の回収目標を達成すべく回収率の向上を図っているところであります。 
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